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議

長

河

野

洋

平

殿

衆
議
院
議
員
山
井
和
則
君
提
出
民
間
で
行
う
こ
と
が
可
能
な
業
務
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
山
井
和
則
君
提
出
民
間
で
行
う
こ
と
が
可
能
な
業
務
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
国
民
の
権
利
を
直
接
に
制
限
し
、
又
は
強
制
力
を
も
っ
て
行
使
す
る
業
務
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し

も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
社
会
保
険
庁
の
業
務
の
中
に
、
政
府
が
管
掌
す
る
国
民
年
金
事
業
、
厚
生
年
金
保
険
、
健
康
保
険

及
び
船
員
保
険
（
以
下
「
政
府
管
掌
年
金
事
業
等
」
と
い
う
。
）
に
係
る
受
給
権
者
等
の
権
利
を
直
接
に
制
限
し
、
行
政
手

続
法
（
平
成
五
年
法
律
第
八
十
八
号
）
第
二
条
第
四
号
に
規
定
す
る
不
利
益
処
分
に
該
当
す
る
も
の
（
以
下
「
権
利
制
限
処

分
」
と
い
う
。
）
、
政
府
管
掌
年
金
事
業
等
に
係
る
保
険
料
の
滞
納
者
に
対
し
て
国
税
滞
納
処
分
の
例
に
よ
り
行
わ
れ
る
処

分
（
以
下
「
滞
納
処
分
」
と
い
う
。
）
並
び
に
政
府
管
掌
年
金
事
業
等
に
お
け
る
被
保
険
者
資
格
等
に
関
す
る
調
査
で
、
罰

則
又
は
給
付
制
限
に
よ
り
そ
の
実
効
性
が
担
保
さ
れ
て
い
る
も
の
（
以
下
「
被
保
険
者
資
格
等
調
査
」
と
い
う
。
）
が
あ
り

、
こ
れ
ら
業
務
が
お
尋
ね
の
業
務
に
該
当
す
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
ら
れ
る
。

権
利
制
限
処
分
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
厚
生
年
金
保
険
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
十
五
号
）
第
七
十
七
条
の
規
定

に
よ
る
受
給
権
者
の
調
査
拒
否
等
に
対
す
る
年
金
た
る
保
険
給
付
の
支
給
停
止
及
び
健
康
保
険
法
（
大
正
十
一
年
法
律
第
七

十
号
）
第
百
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
被
保
険
者
が
療
養
に
関
す
る
指
示
に
従
わ
な
い
場
合
の
保
険
給
付
の
制
限
が
あ
る
。
ま

一



た
、
滞
納
処
分
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
厚
生
年
金
保
険
法
第
八
十
六
条
第
五
項
及
び
第
八
十
九
条
の
規
定
に
よ
り
そ
の
例

に
よ
る
も
の
と
さ
れ
る
国
税
徴
収
法
（
昭
和
三
十
四
年
法
律
第
百
四
十
七
号
）
第
百
四
十
二
条
の
規
定
に
よ
る
滞
納
し
た
事

業
主
の
事
業
所
等
の
捜
索
、
同
法
第
四
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
滞
納
し
た
事
業
主
の
事
業
所
の
財
産
の
差
押
及
び
同
法
第
九

十
四
条
の
規
定
に
よ
る
差
押
財
産
の
公
売
に
よ
る
換
価
が
あ
る
。
さ
ら
に
、
被
保
険
者
資
格
等
調
査
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば

、
厚
生
年
金
保
険
法
第
百
条
及
び
健
康
保
険
法
第
百
九
十
八
条
の
規
定
に
よ
る
事
業
所
の
立
入
検
査
等
並
び
に
厚
生
年
金
保

険
法
第
九
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
受
給
権
者
に
関
す
る
調
査
が
あ
る
。

二
及
び
三
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
年
金
保
険
料
の
滞
納
者
に
対
す
る
強
制
徴
収
の
よ
う
な
権
力
的
な
性
格
を
有
す
る
業
務
に
つ
い
て
は
、
行
政
機

関
に
お
い
て
実
施
す
る
こ
と
が
通
常
で
あ
る
が
、
必
要
性
及
び
合
理
性
が
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
行
政
機
関
以
外
の
者
に

行
わ
せ
る
こ
と
が
許
さ
れ
な
い
も
の
で
は
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
そ
の
場
合
に
は
、
当
該
業
務
を
処
理
す

る
に
当
た
っ
て
の
公
正
性
、
客
観
性
を
担
保
す
る
た
め
の
措
置
及
び
行
政
機
関
の
監
督
体
制
を
十
分
に
確
保
す
る
た
め
の
措

置
を
講
じ
る
こ
と
に
よ
り
国
民
の
信
頼
が
得
ら
れ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
お
尋
ね
の
業
務
に
つ
い
て
も
、
政
策
的
見
地
か

ら
の
必
要
性
及
び
合
理
性
の
ほ
か
上
記
監
督
体
制
等
の
確
保
に
つ
い
て
慎
重
に
検
討
を
行
う
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
現
時

二



点
に
お
い
て
行
政
機
関
以
外
の
者
に
実
施
さ
せ
る
こ
と
の
可
否
及
び
実
施
さ
せ
る
こ
と
と
し
た
場
合
の
具
体
的
な
要
件
に
つ

い
て
お
示
し
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

三


